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数学・情報工学・経営工学・数理物理などを
専攻しているみなさんへ

Ⅰ

　厚生労働省は、子どもからお年寄りまで、みなさんの安心で安定した暮らしを支えることを主な役割とする

国の機関です。

　現在の我が国は、少子・高齢化が進み、若い世代を中心に人口減少の局面となっています。同時に、社会や

経済の構造もかなり変化してきており、人々の働き方やライフスタイルも多様化しています。そうした中で、労

働者の働く環境の整備や人材の育成、年金・医療・介護といった社会保障の機能や持続可能性の確保、少子化

対策など、様々な課題に取り組んでいくことが厚生労働省での具体的な仕事です。

　厚生労働省の担当する行政の分野は、人々の日々の生活に密接に関係していることに加え、経済規模もかな

り大きなものです。毎年の社会保障給付費は100兆円を超えており、GDPの２割以上の水準となっています。

　厚生労働行政の企画立案や業務遂行は、それが経済全体や国民生活に大きな影響を与え得るものであるこ

とからも、しっかりした『科学的根拠』に基づいていなければなりません。数学や数理科学の専門知識や思考

力が必要とされますし、数理的な感性が重要となる場面が多くなっています。そうした素養のある人材が求め

られています。

　厚生労働省では、事務系、技術系、地方自治体や民間企業からの出向者など、様々な知識・技術・経験を持っ

た職員が働いています。それぞれの専門性を活かしたり、お互いに学びあったりしながら、チームとして様々な

課題に取り組み、目標に向かって進んでいます。このような、多様な人材が協力して仕事をしていくという職場

環境も、厚生労働省の魅力の一つです。

　厚生労働省では、毎年、『国家公務員採用総合職試験』の「数理科学・物理・地球科学（院卒者試験及び大

卒程度試験）」の合格者から、採用を行っています。

　数学や数理科学に関連する分野の素養を持ち、社会や経済に広く眼を向けて仕事をしてみたい思う方、そし

て、国民のために働いてみたいと思う方は、是非、このパンフレット

に目を通してみてください。我々、数理職の役割や業務を身近に感

じていただけると思います。

厚生労働省年金局数理課長

山内 孝一郎
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厚生労働省（数理職）の携わる主な仕事 Ⅱ
以下では、数理職員が携わっている主な仕事を部局別に紹介します。

1 労働基準局
　労働基準局は、労働条件の確保・改善、労働者の安全と健康の確保、的確な労災補償の実施などの諸対
策を進めるための総合的な対策を推進しています。数理職員は最低賃金に関する政策の企画及び立案に関
することや労災保険に関する保険料率や保険数理に関する分野で活躍しています。

① 中央最低賃金審議会の運営

　賃金課は最低賃金制度を所管しています。最低賃

金制度は、国が賃金の最低額を定め、労働者へ最低

賃金額以上の賃金を支払うことを使用者に対して法

律で義務づけるものです。正社員だけでなく、パート

やアルバイト、派遣で働く方も含め、すべての労働者

とその使用者に最低賃金法は適用されます。

　皆さんは最低賃金がどのようにして決められている

か知っていますか？毎年夏に、厚生労働省の中央最

低賃金審議会で、４７都道府県を４つのランクに分け

て最低賃金額の引上げ額の目安を審議します。中央

最低賃金審議会が示した目安を踏まえ、各都道府県

労働局の地方最低賃金審議会が実際の改定額を審議

し、最終的な改定額を決定する仕組みです。

　最低賃金の審議において参考資料として用いられ

ているGDPや有効求人倍率など数多くの統計データ

をまとめた資料を数理職員が中心となって作成して

います。その他、様々な統計データを読み取り、分か

りやすく説明する力、データに基づいて試算を行う力

などが数理職員には期待されています。中央最低賃

金審議会が示す引上げ額の目安は、最終的な最低賃

金の改定額の決定に大きな影響があり、注目度の高

いとてもやりがいがある仕事と言えます。

② 統計調査の実施

　最低賃金審議会では、「最低賃金に関する実態調

査」の調査結果が資料の一つとして活用されていま

す。代表的な調査結果としては、中小零細企業におけ

る労働者一人当たりの賃金改定率や、最低賃金の改

定により最低賃金を下回ることとなる労働者の割合

を表す「影響率」などがあります。数理職員は、調査

の企画、標本設計、集計といった一連の統計業務を担

い、統計理論に基づき、これらの業務を円滑に遂行す

る力が求められます。

賃金課

※ 括弧書きは、平成30年度地域別最低賃金額

令和元年度地域別最低賃金額一覧 
実績 目安

東  京 1,013 （ 985 ） 28 28 令和元年10月１日

神奈川 1,011 （ 983 ） 28 28 令和元年10月１日

大　阪 964 （ 936 ） 28 28 令和元年10月１日

愛　知 926 （ 898 ） 28 28 令和元年10月１日

埼　玉 926 （ 898 ） 28 28 令和元年10月１日

千　葉 923 （ 895 ） 28 28 令和元年10月１日

京　都 909 （ 882 ） 27 27 令和元年10月１日

兵　庫 899 （ 871 ） 28 27 令和元年10月１日

静　岡 885 （ 858 ） 27 27 令和元年10月４日

滋　賀 866 （ 839 ） 27 27 令和元年10月３日

茨　城 849 （ 822 ） 27 27 令和元年10月１日

栃　木 853 （ 826 ） 27 27 令和元年10月１日

広　島 871 （ 844 ） 27 27 令和元年10月１日

長   野 848 （ 821 ） 27 27 令和元年10月４日

富　山 848 （ 821 ） 27 27 令和元年10月１日

三　重 873 （ 846 ） 27 27 令和元年10月１日

山　梨 837 （ 810 ） 27 27 令和元年10月１日

群　馬 835 （ 809 ） 26 26 令和元年10月６日

岡　山 833 （ 807 ） 26 26 令和元年10月２日

石　川 832 （ 806 ） 26 26 令和元年10月２日

香　川 818 （ 792 ） 26 26 令和元年10月１日

奈　良 837 （ 811 ） 26 26 令和元年10月５日

宮　城 824 （ 798 ） 26 26 令和元年10月１日

福　岡 841 （ 814 ） 27 26 令和元年10月１日

山　口 829 （ 802 ） 27 26 令和元年10月５日

引上げ額【円】
発効年月日

Ａ

Ｂ

Ｃ

ラ

ン

ク

都道府県名
最低賃金時間額

【円】（※） 実績 目安

岐　阜 851 （ 825 ） 26 26 令和元年10月１日

福　井 829 （ 803 ） 26 26 令和元年10月４日

和歌山 830 （ 803 ） 27 26 令和元年10月１日

北海道 861 （ 835 ） 26 26 令和元年10月３日

新　潟 830 （ 803 ） 27 26 令和元年10月６日

徳　島 793 （ 766 ） 27 26 令和元年10月１日

福　島 798 （ 772 ） 26 26 令和元年10月１日

大　分 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月１日

山　形 790 （ 763 ） 27 26 令和元年10月１日

愛　媛 790 （ 764 ） 26 26 令和元年10月１日

島　根 790 （ 764 ） 26 26 令和元年10月１日

鳥　取 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月５日

熊　本 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月１日

長　崎 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月３日

高　知 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月５日

岩　手 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月４日

鹿児島 790 （ 761 ） 29 26 令和元年10月３日

佐　賀 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月４日

青　森 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月４日

秋　田 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月３日

宮　崎 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月４日

沖　縄 790 （ 762 ） 28 26 令和元年10月３日

901 （ 874 ） 27

C

D

全国加重平均額

ラ

ン

ク

都道府県名
最低賃金時間額

【円】（※）

引上げ額【円】
発効年月日

27
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厚生労働省（数理職）の携わる主な仕事 Ⅱ

＜登場人物＞

A 数理職員として国家公務に従事することを検討

している若者

B 厚生労働省労災管理課の数理職員

A これまでのアルバイト経験では、労災保険って聞

いたことがありませんが、何ですか？

B 幸運なことに労災事故に遭遇していないようだ
ね。単純計算すると、毎年100人に１人が、新たに

労災保険の給付を受けている。労災保険は「労働

者災害補償保険法」に基づき国が運営している

公的保険制度で、業務上の事由又は通勤による

労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して、保

険給付がなされる仕組み。広い意味で損害保険

の一種といえる。労働者を雇用する全ての事業に

強制適用されており、就労形態や雇用形態によら

ず、全ての労働者が保護される。

A 誰が保険料を負担しているのですか？

B 保険料は全額、事業主の負担で、労働者は保険料
を負担する必要がない。強制加入の保険であり、

事業主の方々に納得感を持ってもらうことが大切

だ。保険の大原則である「破綻を回避」しつつも

「過剰に保険料をいただかない」ように、慎重に

財政設計する必要がある。

A 労災保険財政は健全なのですか。

B 今のところ健全に運営しており、積立金残高は

８兆円で、厚生年金の積立金の５％程度だ。違う

表現では、新品の１万円札を100枚重ねて１cm

程度だから、８兆円は、1万円札８億枚分、長さ

80km。これは箱根駅伝４区間分で、小田原まで

は行けるけれど、往路を制覇す

るには至らない水準だ。

A 損害保険の一種なのに、多額

の積立金があるのですか。

B 損害保険としての性格を有して
いるが、労災保険の給付は怪我

や病気が治るまで続き、怪我が

治らず後遺障害が残る場合や

亡くなった場合は、年金が支給

される。このため、20年、30年

スパンの長期的視野に立った

財政設計が必要で、積立金の過

不足を検証しつつ、保険料算定の基となる保険料

率を設定するのが、数理職員の仕事だ。

　　 また、自動車保険の等級制度と類似のいわゆる

メリット・デメリット制や、リスクに応じて産業を

カテゴライズした業種別料率制度もあって、かな

り複雑な仕組みだから、財政設計も一筋縄ではい

かない。これも数理職員が必要とされる理由の一

つだね。

A 法律については疎く、自分にもできる仕事でしょ

うか。仕事をしていく上で、どんなスキルが必要

ですか。

B 法律関係の知識よりも、所管の制度の内容を理
解することの方がより大切だよ。数学の素養とし

ては、例えばプログラミングの基本的な考え方が

身についていると、様々な業務で役立つよ。

A 自分がこれまで勉強してきた数学の知識を、フル

に活用できるわけではないということですか。

B 高速道路を100km/hで走るためには、200km/
hで走行しても壊れない自動車が必要であって

「フルパワーで走る機会がなければ、そんな機能

は無駄」とはならないよね。

　　労災保険は制度ができて約70年だが、それま

での間に産業構造の変化、高齢化社会の到来な

どがあり、種々の制度変更が行われてきた。今後

も、従来の尺度にとらわれていると限界もあるの

で、これまで学んできた知識や職場での実務経験

を活かして、大幅な制度変更が必要な場面が出て

くるかもしれないね。

労災管理課

 

～人生100年時代を見据えた労災保険入門～
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2 職業安定局
　職業安定局は、各人にその能力にふさわしい職業に就く機会をつくり、企業に必要な労働力を充足するこ
とにより、職業の安定を図ること、経済及び社会の発展に寄与することを目的として、雇用政策に関する企
画・立案、ハローワークでの公的職業紹介事業の運営、雇用保険制度の運営等を行っています。

　職業安定局で数理職員が携わる

仕事として、「有効求人倍率」という

指標の算出があります。「有効求人倍

率」は、「ハローワークで求職者１人

あたりに何人分の求人があるか」を示

す率です。労働力の需要供給の状況

をみるための代表的な指標で、現下の

雇用情勢を把握するために重要な指

標のひとつとなっています。

① 「有効求人倍率」という指標

有効求人倍率　：＝　月間有効求人数　／　月間有効求職者数

…… 

…… …… 

求人�

２78万人�
求職者�

１72万人�

求人倍率�

1.62倍�÷� ＝�

ハローワーク 
※数字は平成30年度平均を用いている。

　有効求人倍率の算出の基となる情報は、ハローワークで業務上取り扱った求人、求職の情報です。システム

に入力されたこれらのデータを集計して統計が作成されます。

②基となるデータはハローワークの業務実績 

新規求人数　　　 ： 期間中に新たに受け付けた求人数（採用予定人員）
新規求職申込件数 ： 期間中に新たに受け付けた求職申込みの件数
月間有効求人数　 ： 「前月末に未充足で有効な求人数」＋「当月の新規求人数」
月間有効求職者数 ： 「前月末に就職未決定で有効な求職者数」＋「当月の新規求職申込件数」

◆ 統計数字を見るときには、対象範囲をよく理解しておきましょう ◆

　これらの数字は、ハローワークで取り扱ったもののみの集計ですので、他の媒体での求人、求
職は含まれず、また、ハローワークで取り扱ったものでも新規学卒の数字や日雇労働の数字は
含まれていません。国内すべての労働需要供給を見ているものではないことには、注意が必要
です。

　入力データを単純に足し上げて集

計した数字をみていくと、求人数も

求職者数も毎年周期的な変動がみら

れ、有効求人倍率は、毎年４月に低下

し、その後、12月にかけて上昇するこ

とがわかります。

③ 季節的な変動がある数字
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厚生労働省（数理職）の携わる主な仕事 Ⅱ

　これは季節調整の基本的な考え方

ではありますが、計算機の発展した

現代では、もう少し高度な手法が用い

られます。例えば、この移動平均法だ

けでは、前述の稼働日数による要因

を除去できませんね。季節調整の実

践的手法について記載するには、この

余白は狭すぎますので、ご興味ある方

は、「X-12-ARIMA」という季節調整

プログラムについて調べてみてくださ

い。

　毎月公表され、世の中で報道されている「有効求人倍率」は、季節調整済みの数字です。その算出にあたって

は、計算手法についての一定の理解が必要となるため、ここでも、数理的な基礎があることは重要になります。

� �

� �

　雇用情勢を把握する目的で月々の状況を比較するにあたっては、季節的な要因や稼働日数の要因を取り除く

必要があり、こうした調整を「季節調整」といいます。ただ、一口に季節調整と言っても、その具体的な計算方法は

様々です。一例として「移動平均法」という伝統的で簡易的な手法をご紹介しましょう。

④ 月々の状況を比較するには季節調整が必要

ここでは、記号の定義として、∑∗𝑡𝑡𝑡𝑡 は、t月を中心とした 12か月平均を指すものとします。 

St は１年周期の変動であることから ∑𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 = 0 、It は平均 0の不規則変動であることから ∑ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡 = 0 、Tt 

Ct は長期的な変動であることから ∑𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 ∑𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡 とみなすことができます。

これにより、∑𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡 = ∑𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 + ∑𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡 + ∑𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 + ∑ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡 となり、すなわち 𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡 − ∑𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡 となります。

ここで、この両辺について、過去 𝑛𝑛𝑛𝑛 年間の同月の値の平均をとることを考えます。

{(𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡 − ∑𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡) + (𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12 − ∑𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12) + ⋯+ (𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12×𝑛𝑛𝑛𝑛 − ∑𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12×𝑛𝑛𝑛𝑛)}/𝑛𝑛𝑛𝑛

= (𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12 + ⋯+ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12×𝑛𝑛𝑛𝑛)/𝑛𝑛𝑛𝑛 + (𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12 + ⋯+ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12×𝑛𝑛𝑛𝑛)/𝑛𝑛𝑛𝑛

右辺において、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 は１年周期の波動であることから (𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12 + ⋯+ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12×𝑛𝑛𝑛𝑛)/𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 、𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡 は平均 0の不

規則変動であることから 𝑛𝑛𝑛𝑛 が十分大きければ (𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12 + ⋯+ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡12×𝑛𝑛𝑛𝑛)/𝑛𝑛𝑛𝑛 = 0 となるため、左辺の式が目

標とされた 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 を算出する式となります。

（例）移動平均法 

時系列データ Ot （各 t月における原数値）に対し次のモデルを仮定します。 

Ot = Tt + Ct + St + It

Tt ：傾向変動(Trend) … ひとつの方向に持続する変化

Ct ：循環変動(Cycle) … 周期が複数年にわたる循環的な波動

St ：季節変動(Seasonal) … １年を周期とする波動（Su + Su+1 + … +Su+11 = 0）

It ：不規則変動(Irregular)  … 平均 0の不規則変動

この中で、季節変動を除いた 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡𝑡𝑡 (= 𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡) が季節調整値です。そのため、以下では、𝑂𝑂𝑂𝑂𝑡𝑡𝑡𝑡 を用

いて 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑡𝑡𝑡𝑡 を算出することを目標とします。

　また、求人数や求職者数は、ハロー

ワークで取り扱った実績件数であるた

め、月々のハローワークの稼働日数に

よって（休日の配置によって）も多寡

が生じます。当然、１か月の稼働日数

が 18日の月より、20日稼働していた

月の方が、１か月間に受け付けた件数

が多い傾向があります。 
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3 雇用環境・均等局
　女性活躍の推進や職場におけるハラスメントの防止、同一労働同一賃金や、ワーク・ライフ・バランスの実
現、テレワークの普及促進といった施策を進めるのが雇用環境・均等局のミッションです。
　数理職員は、勤労者の生活の向上という政策課題を担う勤労者生活課にて、中小企業退職金共済という
制度の数理的業務において活躍しています。

勤労者生活課

① 中小企業退職金共済制度とは

　中小企業退職金共済制度は、独力では退職

金制度を設けることが困難な中小企業につい

て、事業主の相互共済の仕組みと国の援助に

より退職金制度を確立することを目的として、

昭和34年に設けられた制度です。加入企業の

事業主は、毎月掛金を納付し、従業員の退職時

には、独立行政法人勤労者退職金共済機構か

ら従業員に対して退職金が支払われます。

　加入企業には、掛金の一部が国から助成さ

れたり、税制面での優遇があるなどのメリット

があり、現在、約55万の中小企業が制度に加

入しています。

② 数理職員が携わる仕事

　数理職員は、制度に対する基本政策を立案

するほか、制度に加入する被共済者の退職状

況や、資産の運用環境等の経済情勢を勘案し

て、加入期間ごとの退職金額を作成するなど、

財政面における基本的な制度設計に関する業

務に携わっています。

　また、制度の適正な運営のために勤労者退

職金共済機構が毎年度の決算の際に算定する

責任準備金（将来の退職金の支払いのために

積み立てておくべき準備金）の評価方法を策

定することも、数理職員の重要な仕事の１つで

す。

③ 財政シミュレーション

　制度の安定性を保つため、少なくとも５年に

１回、財政のチェックを行うことが法令で定め

られています。数理職員は、向こう５年間の加

入・脱退の予測や、資産の運用状況の予測をも

とにシミュレーションを作成し、財政状況に応

じて適切な退職金水準を検討する作業におい

て中心的な役割を果たします。

　また、検討作業は審議会の場で行われます

ので、その運営にも携わります。

数理職員の仕事例 ❶

退職状況や経済情勢等を踏まえ、退職金カーブを設計し、法令の作成を
行います。経済や資産運用に関する知識、法令の作成方法などを学ぶこ
とができます!

退職金カーブの設計 法令作成

数理職員の仕事例 ❷

責任準備金の算定方法を策定します。保険数理の基礎知識を身につける
ことができます!

数理職員の仕事例 ❸

財政シミュレーションを行い、制度の健全性を定期的にチェックします。
制度の根幹に関わる重要な仕事です!

…

……

_ _   _ _ _    _  

年数 Lt+0.5 V^(t+0.5) Dt Nt 1.2Nt dt V^(t+0.5) Ct St+0.5 Ft SUM(Ft)

0 91,900.0 0.98677 90,684.16 664,315.14 797,178.17 16,200 0.98677 15,985.67 0 0.00 792,511.07

1 77,808.5 0.96083 74,760.74 573,630.98 688,357.18 11,983 0.96083 11,513.63 0 0.00 792,511.07

2 66,574.5 0.93556 62,284.44 498,870.24 598,644.29 10,485 0.93556 9,809.35 3,000 29,428.05 792,511.07

3 57,498.5 0.91097 52,379.41 436,585.80 523,902.96 7,667 0.91097 6,984.41 4,200 29,334.52 763,083.02

4 50,686.5 0.88702 44,959.94 384,206.39 461,047.67 5,957 0.88702 5,283.98 5,550 29,326.09 733,748.50

5 44,941.0 0.86370 38,815.54 339,246.45 407,095.74 5,534 0.86370 4,779.72 7,020 33,553.63 704,422.41

6 40,086.5 0.84099 33,712.35 300,430.91 360,517.09 4,175 0.84099 3,511.13 8,580 30,125.50 670,868.78

7 36,194.0 0.81888 29,638.54 266,718.56 320,062.27 3,610 0.81888 2,956.16 10,150 30,005.02 640,743.28

8 32,824.5 0.79735 26,172.62 237,080.02 284,496.02 3,129 0.79735 2,494.91 11,830 29,514.79 610,738.26

9 29,884.5 0.77639 23,202.03 210,907.40 253,088.88 2,751 0.77639 2,135.85 13,510 28,855.33 581,223.47

10 27,269.0 0.75598 20,614.82 187,705.37 225,246.44 2,480 0.75598 1,874.83 15,290 28,666.15 552,368.14

11 24,949.0 0.73611 18,365.21 167,090.55 200,508.66 2,160 0.73611 1,590.00 17,140 27,252.60 523,701.99

12 22,902.5 0.71675 16,415.37 148,725.34 178,470.41 1,933 0.71675 1,385.48 18,990 26,310.27 496,449.39

13 21,058.5 0.69791 14,696.94 132,309.97 158,771.96 1,755 0.69791 1,224.83 20,910 25,611.20 470,139.12

14 19,384.0 0.67956 13,172.59 117,613.03 141,135.64 1,594 0.67956 1,083.22 22,830 24,729.91 444,527.92

15 17,834.0 0.66170 11,800.76 104,440.44 125,328.53 1,506 0.66170 996.52 24,740 24,653.90 419,798.01

16 16,406.5 0.64430 10,570.71 92,639.68 111,167.62 1,349 0.64430 869.16 26,690 23,197.88 395,144.11

17 15,102.5 0.62736 9,474.70 82,068.97 98,482.76 1,259 0.62736 789.85 28,730 22,692.39 371,946.23

18 13,894.0 0.61087 8,487.43 72,594.27 87,113.12 1,158 0.61087 707.39 30,770 21,766.39 349,253.84

19 12,789.0 0.59481 7,607.03 64,106.84 76,928.21 1,052 0.59481 625.74 32,810 20,530.53 327,487.45

20 11,766.5 0.57917 6,814.80 56,499.81 67,799.77 993 0.57917 575.12 34,960 20,106.20 306,956.92

21 10,819.0 0.56394 6,101.27 49,685.01 59,622.01 902 0.56394 508.67 37,120 18,881.83 286,850.72

22 9,937.5 0.54912 5,456.88 43,583.74 52,300.49 861 0.54912 472.79 39,280 18,571.19 267,968.89

23 9,122.0 0.53468 4,877.35 38,126.86 45,752.23 770 0.53468 411.70 41,550 17,106.14 249,397.70

24 8,379.0 0.52062 4,362.27 33,249.51 39,899.41 716 0.52062 372.76 43,830 16,338.07 232,291.56

25 7,676.0 0.50694 3,891.27 28,887.24 34,664.69 690 0.50694 349.79 46,110 16,128.82 215,953.49
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厚生労働省（数理職）の携わる主な仕事 Ⅱ

4 社会・援護局
　社会・援護局は、困っている人が抱える悩みや課題を他人事にせず、皆で考える地域共生社会の実現に向
け、日々の暮らしや働き方の支援、支え合いを行うための様々な取り組みを行っています。数理職員は、その
中でも福祉の原点である生活に困窮する方に対する支援である生活保護制度など、様々な分野で活躍して
います。

保護課

　生活保護制度は、憲法が保障する健康で文化的な最低限度の生活を営むための、最後のセーフティネットとし

て非常に重要な役割を果たしています。その生活保護制度のうち、日々の生活費に相当する生活扶助基準につ

いては、5年に1度、その水準が妥当であるかどうかを検証する必要があり、客観的なデータに基づいた専門的・

科学的見地からの検証を行うことが求められています。数理職員は、こういったデータに基づいた分析を行う

際、大きな役割を果たしています。

　また、生活保護を受給している世帯の動向や医療扶助費等の分析などを行うことを通して、生活保護制度の

現状把握や課題に対する解決策を検討するための一翼を担っています。
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※構成比は被保護世帯総数に対する割合

扶助別被保護世帯数         　　　　（平成29年）

地域福祉課 消費生活協同組合業務室

　消費生活協同組合（いわゆる「生協」）と言ったときに、学生のみなさんにとって身近なものは、教科書を買っ

たり、食事を取ったりといった購買生協かもしれません。

　一方で、生命保険や損害保険のようなものである「共済」を行っている共済生協も存在します。数理職員は、

共済掛金や責任準備金が適切に算出されているかについて、契約者保護の観点から審査等を行っています。
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※ 再共済事業を除く

出典：平成30年度消費生活協同組合（連合会）実態調査

共済給付件数の推移（長期生命）
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5 老健局
　老健局では、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、介護保険制度をはじめ
とする高齢者介護・福祉施策を推進しています。
　介護保険では、介護が必要となった高齢者に、ホームヘルパーなどの在宅サービスや特別養護老人ホー
ムなどの施設サービスなど、多様なサービスを多様なニーズに合わせ提供する仕組みを運営しています。ま
た、介護保険は市町村を保険者とする地域保険であり、市町村と都道府県は、３年ごとに保険料やサービス
の整備量を定める計画を策定しています。厚生労働省老健局では、計画の基本となる指針を策定し、市町
村や都道府県と連携・支援をしています。
　数理職員は総務課に配置され、介護保険制度の現状分析や将来推計などを行い、他課と連携して制度の
企画・立案にも携わっています。

老健局における数理職員の業務例

① 市町村ごとの将来推計

　全国的に高齢化が進展する見込みですが、地域に

よってその状況に違いがあり、市町村を保険者とする

介護保険の検討にあたっては、市町村における高齢

人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えな

がら検討することが必要です。

　各市町村における2040年までの介護サービス利

用者数の増加率を推計すると、ほとんど増加しない

市町村がある一方、２倍超となる市町村も存在し、都

市部を中心に計画的な介護サービス基盤整備を進め

ていくことが求められる地域が多いことがわかりま

す。このように、施策の企画・立案にあたっての基礎

資料の作成も業務の１つです。

② 計画策定支援

　市町村と都道府県は、３年ごとに保険料やサービスの整備量などを定める計画を策定しますが、策定にあたって

基本となる指針や、利用できるシステムを老健局で作成しています。

　保険料やサービスの整備量を見込むにあたっては、現状の保険料やサービスの利用量を基礎として、どのような

方法を用いて見込みを推計するのかは重要な要素ですが、基本的な推計方法やオプションとしての推計方法等を、

他課や民間コンサルティング会社と連携し、企画・設計を行います。
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（出典）【必要保険料額】平成 24 年度から平成 29 年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、平成 30 年度：「介護保険事業
状況報告（月報）」の１２か月累計および介護保険事業計画に係る保険者からの報告値、令和元年度：直近月までの「介護保険
事業状況報告（月報）」の累計および介護保険事業計画に係る保険者からの報告値

　　   【保険料基準額】介護保険事業計画に係る保険者からの報告値
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6 政策統括官（総合政策担当）
　　社会保障政策と労働政策については、それぞれの施策ごとのきめ細かい対応に加え、それを一体的にど
のように進めていくかという視点が必要です。政策統括官（総合政策担当）は、このような観点から、厚生労
働行政が目指す将来の姿を総合的に考える役割を担っています。

政策統括室

社会保障の将来像を描くための道しるべに

　グラフは、年金・医療・介護・福祉といった社会保障に関する国民への給付が過去どのように推移し、また将

来どのような規模になるのかを示したものです。高齢化の進展に伴い、社会保障の費用は急速に上昇していきま

す。その中で、我が国の社会保障が将来どうあるべきか、その財源はどう考えるべきかといった問題を総合的に

検討しています。

　数理職員は、いくつもの社会

保障制度をすべて重ね合わせ

てこのような社会保障給付費

の将来見通しを作成しており、

これらの資料は、総理が議長

を務める全世代型社会保障検

討会議においても基礎資料と

して取り上げられるなど、社会

保障の全体像を描くための重

要な役割を果たしています。

戦略的な労働政策、機動的な対策を実施するための労働経済の分析

　社会経済構造の変化を的確に捉え、これに対応するため、労働経済情勢についての分析・検討や労働経済白書

の作成などを行っています。令和元年版労働経済白書は「人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について」と

いうテーマで分析を行っています（下のグラフは「働く目的及び就職先を決めるに当たって重視していること」を

みたものです。）。

　数理職員は、このような経済分析作業を通じて、労働政策全般に関わる基礎資料の作成にも携わっています。

（令和元年版労働経済白書より抜粋）
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7 保険局
　我が国は、すべての国民がいずれかの公的医療保険制度に加入する「国民皆保険」の体制が整っていま
す。少子高齢化が進むなど社会経済状況が変化している中でも、医療保険制度を将来にわたって安定的に
運営していくため、保険局ではその制度設計や運営に関する企画立案などを行っています。
　一般的に、政府が政策的な意思決定をする際には一定のエビデンスが必要とされ、データの分析に基づ
き、それぞれの政策の効果について評価をする必要があります。医療保険制度も同様です。近年、取り扱う
データの量は加速度的に増加しており、分析にはきわめて専門的かつ高度な知識が必要とされます。その中
で、数理職員は保険局調査課に所属し、データの集計や様々な分析、そして医療費の将来の見通しの作成や
新たな政策を実施する際の影響に関する試算等を行っており、我が国の医療保険制度の運営に重要な役割
を担っています。

　医療費の分析や、さらに様々な推計などを行うためには、まずはデータによる現状把握が不可欠です。調査課

では１０を超える様々な統計調査を実施し、下のような日本全体の医療費を集計するほか、各医療保険制度の財

政状況や加入者の実態の把握に務めています。これらの調査は、健康保険組合や市町村などの各医療保険者や

審査支払機関からデータを収集し、それらについてデータの誤りが無いかどうかをチェックした後に、集計を行

い、それを公表します。

①基礎的な統計の作成

　医療費の統計を作成し、データを整備すると、そのデータを元に様々な分析を行うことができます。

　例えば医療費の伸びについて、その伸びの原因を分析することは、医療保険制度の検討においてきわめて重要

です。実際に分析を行った一例が下の表ですが、医療費の伸びについては、高齢化など人口構造の変化の影響の

他に、医療の高度化や制度変更の影響など様々な要因が考えられます。

②医療費の分析

調査課 ～データに基づく医療保険政策の根幹を担う～

医療費の推移

医療費の伸びの要因分解

�� �� ��

����������
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　さらに、近年では一ヶ月につき１億件を超える診療報酬明細書のデータ（いわゆるビッグデータ）の分析もでき

るようになりつつあり、上記の分析を診療種別や診療行為・薬剤などの観点でより精緻な医療費の伸びの分析が

できるようになってきています。

　例えば、下は調剤薬局における「抗ウイルス剤」の薬剤料の推移ですが、平成27年度は前年度よりも大きく増

加、平成28年度は大きく減少していることがわかります。上表の医療費の伸び率について、平成27年度に大きな

プラス、平成28年度にマイナスとなっている背景として、「抗ウイルス剤」の動向が寄与していることがわかりま

す。

　また、医療費について地域別に分析を行うことも重要です。下は医療費の地域差に影響を及ぼす年齢構成の影

響を除いた際の、1人当たり医療費の全国平均との差を地域差指数として表したものです。年齢構成の影響を除

いても、なお医療費に地域差があることがわかります。さらに西日本が高い傾向にあること、入院医療費の寄与

が大きい傾向であることなどもわかります。
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　　　　　　 1人当たり医療費の地域差指数

（万円）

　医療費の統計の作成や分析を踏まえて、将来の医療費の推計を行っています。最近行った推計として、高齢者

人口がピークを迎える2040年の医療費を推計したものが下です。これによると、2040年における医療費の対

GDP比は10％程度まで増加すると見込まれています。

③医療費の推計

医療費の将来見通し

≪GDP 564.3兆円≫ ≪GDP 645.6兆円≫ ≪GDP 694.8兆円≫ ≪GDP 741.2兆円≫ ≪GDP 790.6兆円≫ 
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100.0 

2018年度 2025年度 2030年度 2035年度 2040年度 

（兆円） 

保険料 

公費 

自己負担 

62.0 (8.9%) 

45.3 (8.0%) 

69.1 (9.3%) 

76.3 (9.7%) 

54.9 (8.5%) 

26.0 
29.0 

32.1 35.3 

31.0 

27.9 

24.8 

21.5 

7.5 

8.3 

9.2 

10.0 

22.1 

16.8 

6.4 

※（　）内は対GDP比 

　このように医療費に関する様々なデータを用いて分析することにより、例えば、今後のさらなる少子高齢化に

よって医療費の伸びにどのような影響が生じるか分析したり、医療費を適正化する上で必要となる政策について

考察を深めたりすることに繋がっていきます。こうした政策決定の根幹となる統計の作成や、ビッグデータを含

む医療保険制度に関する統計データの分析、さらにはそれらを踏まえた政策の効果の推計を行う過程において

は、数理的な知識と経験が必要不可欠であり、数理職員は重要な役割を果たしているのです。
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② 2019年財政検証結果について

　直近の財政検証は2019年８月に公表しました。

2019年の財政検証も、前回（2014年）と同様、幅広

い経済前提等を設定した上で行いました。その結果、

現行制度においても、経済成長と労働参加が進む

ケースでは、引き続き一定の給付水準（現役男子の平

均手取り収入額の50％以上）を確保できることが確

認されました。（上記図：厚生年金の財政見通し（ケー

スⅢ））

また、これに加えて、現行制度から一定の制度改正を

仮定した場合に年金財政がどうなるのかについての

“オプション試算”も行っており、年金制度に関する

議論の土台となる材料を提供しています。

　数理職員には、基礎数・基礎率の作成などの計算

力、検証結果の分析力が求められることはもちろんで

すが、財政検証は数理的な側面が強いことから、その

結果を国民の皆様に分かりやすく伝える能力も求めら

れます。

8 年金局
　我が国の公的年金制度は、現役世代の負担によって高齢者を支える「世代間扶養」（社会的扶養）の仕組
みを基本としており、高齢期の生活のかなりの部分を経済的に支えるものとして、極めて重要な役割を果た
しています。
　数理職員は、そのような年金制度の1階及び2階
部分（国民年金と厚生年金）について、保険料収入
と年金給付支出を中心とした収支見通しを定期的
に作成することで財政状況の確認を行い、その結果
に基づいて制度の企画・立案を行っています。　ま
た、上乗せ給付である3階部分に相当する企業年金
制度についても、法令に基づいて個別の基金の指
導・監督を行うと共に、経済情勢や他国の状況、世
間のニーズ等を考慮しながら、企業年金制度がより
よいものとなるように制度改正の議論等も行って
います。

数理課 ―公的年金の財政検証―

年金制度の仕組み

※ ,

※2

※1

※ , ,
,

※1

　年金制度は、長期的に給付と負担のバランスが取

れてはじめて持続可能となり、国民の皆様の老後の安

心を支える年金を給付することができることになりま

す。持続可能性を確保するために、少なくとも５年に１

度、おおむね100年間という長期的な年金財政の収

支見通しを作成し、年金財政の健全性を検証すること

を目的とした“財政検証”を、我 「々数理職員」が行っ

ています。この財政検証の結果は、年金制度にとって

何が重要なファクターなのか、また、制度の持続可能

性や将来の年金水準を確保するためにどのような対

応があり得るのかなどの議論を行う上での基礎資料

になります。

① 財政検証について

　財政検証では、年金財政が今後どうなるかについ

て、いくつかの前提を置いてシミュレーションを行っ

ています。具体的には、以下のものを作成・設定して

います。

　これらを適切に理解し、作成・設定するためには、

数理的な知識にとどまらず、経済学やプログラミング

などの幅広い知識が求められます（もちろん入省して

から身につければ十分です）。

○シミュレーションの初期値にあたる基礎数

　（例えば、「基準年の年金の受給者の人数」）

○基礎数がどのように推移するかを決める基礎率

　（例えば、「脱退力」や「死亡率」）

○社会・経済状況に関する前提

　（例えば、「経済前提」や「日本の将来推計人口」）

数理職員が実

績データなど

から作成して

います。

専門家の方々

に委員会の場

で議論してい

ただいて設定

しています。
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企業年金・個人年金課 －企業年金制度の改善－

があります。

　これを、年金制度の基本的な原則である、収支相等

の原則を用いて説明すると以下のとおりとなります。

　収支相等の原則とは、＜積立金＞＋＜掛金収入現価

＞＝＜給付現価＞、が成り立つことを言います。現価と

いうのは、現在の価値を表し、掛金収入現価と給付現

価はそれぞれ、将来にわたって拠出される掛金額又は

支給される給付額の現在の価値の総和を表します。

　この収支相等の原則に当てはめると、確定給付型

の年金では、一定の前提を基に＜給付現価＞が見込ま

れ、現状の＜積立金＞から＜掛金収入現価＞が求ま

り、掛金が算定されることになります。

　掛金の計算は、日本アクチュアリー会が実施する

試験又は日本年金数理人会が実施する試験に合格し

た、いわゆるアクチュアリーと呼ばれる人が適正な年

金数理に基づいて行うこととされています。実際の数

理職員の業務においては、企業年金制度の健全な運

営や改善のためにアクチュアリーの人々と意見交換な

どを行っています。

① 企業年金とは

　企業年金の制度には、大きく分けて確定給付型の

制度と確定拠出型の制度があります。

　確定給付型の制度は、あらかじめ加入者が将来受

け取る年金給付の算定方法が決まっている制度です。

この決まった給付を賄えるように掛金額を算定し、こ

の掛金額を基本的には事業主が負担する仕組みで

す。また、例えば資産の運用状況が思わしくなく、決

まった給付に対して積立不足が発生した場合には、事

業主が追加で掛金を拠出することにより、不足額を埋

め合わせるなど運用等のリスクを主に事業主側が負

うことになります。

　一方、確定拠出型の制度は、あらかじめ拠出する掛

金の額が決まっている制度で、この決まった拠出額と

その運用収益との合計額をもとに年金給付額が決定

される仕組みです。運用の結果が思わしくない場合で

も、事業主の追加拠出はなく、加入者の給付が減少す

ることになります。つまり、運用等のリスクは加入者

側が負うことになります。

② 収支相等の原則

 　数理職員は、特に確定給付型の年金に関する業務

に携わっています。その理由として、確定給付型年金

では、給付などの将来予測に基づき、給付の財源が確

保できるよう、年金制度の運営をする必要があること

事業企画課調査室 ―事業統計の作成―

公的年金被保険者数の推移（年度末現在）

　少子高齢化で日本の生産年齢人口は減少しています
が、公的年金被保険者（公的年金の支え手）の人数は近
年増加しています。（※理由を考えてみてください。）

　公的年金制度を適切に運営し、必要な見直し等を

行うためには、制度の現状を適切に把握することが不

可欠です。事業企画課調査室では、公的年金制度の

事業実績の取りまとめや、公的年金制度に関する各

種調査を実施し、公的年金の現状把握に必要

な統計資料の作成、公表を行っています。

具体的には、公的年金に加入する現役世代の

人数や保険料納付状況、年金受給者数や給付

状況などの基本的なデータの集計や、加入者

の就業状況や意識に関する調査などを行い、

これらの結果を分析することで、必要な情報

を発信しています。

　また、これらのデータ把握や分析を適切に

行うためには、公的年金制度運営に関する実

務を理解した上で、関係者との調整、統計調査

の企画・集計やシステム開発など多岐にわた

る業務をこなしていくことが必要であり、日々

業務に対する理解を深めながら、順序だてて

業務に対処していく能力が求められます。

1,742 1,668 1,575 1,505 1,471 

3,599 3,686 3,822 3,911 3,981 

441 443 445 447 448 
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1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

平成26年度 27 28 29 30 

（万人） 

厚生年金保険 

（第２～４号） 

国民年金第３号 

厚生年金保険 

（第１号） 

国民年金第１号 

（任意加入含む） 

（出典）厚生年金保険・国民年金事業の概況

収支相等の原則
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9 政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）
　厚生労働省が行う社会保障や労働分野の政策は、国民の生活を直接左右し、国の財政・経済にも大きな
影響を及ぼすものです。このような政策は、明確な「エビデンス（科学的根拠）」によって決定されることが
不可欠です。
　政策統括官（統計･情報政策、政策評価担当）は、EBPM（Evidence-Based Policy Making；証拠に基づ
く政策立案）を推進しており、厚生労働行政を展開するための基盤としての統計・情報政策を展開していま
す。その中で、数理職員は、統計理論に基づいた標本設計や精度計算、重要な基幹統計や加工統計などの統
計調査の作成に携わっています。

統計の
バトンリレー

数理がつなぐ

公 表
★

緊張と達成感の一瞬です。マスコミなどからの
問い合わせに対応します。

企 画
★★

集 計
★★

実 査
★

誤差計算
★★★

標本抽出
★★

分 析
★★★

標本設計
★★★

生命表や産業連関表などは、実査を行わず既存の統計を加
工して作っています（加工統計）。これらの統計では、ベイズ
推定や逆行列の計算などの高度な数学も使っています。計
算量が多いため、プログラムの力を借りる場面もあります。

結果の公表前には、「なぜこ
のような数字になったか」説
明できるよう準備します。社
会の動きに目を配り、多角的
な視点からデータを見つめ
ます。

公表物以外にも、様々
な分析手法を用いた
より深い要因解析や、
推計方法の改善にも
取り組んでいます。試
行錯誤の繰り返しで
すが、明日のより良い
統計への布石です（上
手く行けば学会等で
発表することも）。

目標精度が達成できているか確
認します。ここから集計ミスの発
見につながることもあるので、丁
寧に数字を見ていきます。結果
は次回の標本設計にも活かしま
す。

数理職員が直接関わることは
少ないですが、多くの調査員
の協力で成り立つ重要なプロ
セスです。標本設計の際には、
実査がスムーズにできるよう
考慮することもポイントです。

同じ対象が何度も選ば
れないよう調査の実施
状況を管理します。回
答の負担を出来るだけ
減らすことも、正確な
統計の作成につながり
ます。
調査対象者の協力に感
謝。

調査事項や調査対象
から、その調査に最
適な抽出方法やサン
プルサイズなどを決
定していきます。「精
度」と「予算」、時に相
反する２つの制約条
件 の せめぎ 合 い の
中、上手く落とし所を
探っていくのは数理
職員の腕の見せどこ
ろです。

継続的な調査だけでなく、政策部門から要望を聞いて、実
施する調査のテーマや項目を決定することもあります。

数理職員活躍度
これぞ数理　
エース級　  
名脇役

★★★
★★

★

政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）

政策部門との距離の近さも厚生労働省で統計に携わる魅力

厚生労働行政の
基盤となる統計

政
策
の
根
拠
と
な
る

仮
説
を
検
証
し
た
い
。

新
た
な
調
査
が
必
要
だ
。

調
査
に
よ
る
と
○
○
は

こ
う
な
っ
て
い
ま
す
。

政策部門

政策立案 政策実施

国民の本当のニーズは何だろう？

社会の状況は
どう変わっているかな？

エビデンスに基づいた
説得力のある施策国民の本当のニーズは何だろう？

社会の状況は
どう変わっているかな？
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厚生労働省（数理職）の携わる主な仕事 Ⅱ

TOPIC

平均寿命って？
　政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）が公表
している統計の一つに「生命表」というものがありま
す。生命表は、人口動態統計の出生数・死亡数や国勢調
査の人口などをもとに、死亡率・平均余命などの指標を算出し、公表
している統計です。
　ここでは、その中から「平均寿命」という指標をご紹介しましょう。

平均寿命とは？

　政策統括官（統計・情報政策、政策
評価担当）が公表している統計の一つに
「生命表」というものがあります。生命表
は、人口動態統計の出生数・死亡数や国
勢調査の人口などをもとに、死亡率・平
均余命などの指標を算出し、公表してい
る統計です。
　ここでは、その中から「平均寿命」とい
う指標をご紹介しましょう。

𝑒𝑒𝑒𝑒
°

𝑥𝑥𝑥𝑥 平均余命 =

𝑥𝑥𝑥𝑥歳生存者の残り生存年数の和

𝑥𝑥𝑥𝑥歳の生存数
=

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑥𝑥𝑥𝑥
=

∫𝑥𝑥𝑥𝑥
∞
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑡𝑡𝑡𝑡𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑒𝑒𝑒𝑒
°

0 =平均寿命

　都道府県別の平均寿命は、都道府県別生命表の

作成が始まった昭和40年から、ほとんどの県で常に

延び続けています。

　最新の平成27年では、上位１位は男性が滋賀県

（81.78年）、女性が長野県（87.675年）、上位２位は

男性が長野県（81.75年）、女性が岡山県（87.673

年）となっています。一方、下位１位は男女とも青森

県（男性78.67年、女性85.93年）、下位２位は男性

が秋田県（79.51年）、女性が栃木県（86.24年）と

なっています。全体的に女性の方が男性より高く、都

道府県間の差は男性の方が大きい傾向にあります。

　国・地域別に見ても日本の平均寿命は高く、平成

30年簡易生命表では男性は香港、スイスに次いで世

界第３位、女性は香港に次いで世界第２位となってい

ます。

　他にも完全生命表・

市区町村別

生命表を作成し、公表

しています。

都道府県別の平均寿命 （平成27年，女性） 最近の動向は?

都道府県間の違いはどこから
生じているのでしょうか…?
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10 国際業務
　経済や社会がグローバル化する中で、厚生労働行政においても、国際的な見地から政策課題に取り組むこ
とも不可欠になってきています。以下では、数理職員が活躍する国際業務についてご紹介します。

国際業務  〉〉〉大臣官房国際課

　厚生労働省の国際業務は、大臣官房国際課が中心となり、保健医療（Health）・労働（Labour）・社会保障

（Welfare）等の分野の国際的な課題に積極的に対応しています。主な施策として、①国際機関への参加・協

力、②「人づくり」を通じた国際社会への貢献、③対外経済問題への対応、④海外情報収集・提供などがあり、

様々な職種の職員が集まって仕事をしています。

　大臣官房国際課には、現在２名の数理職員が配属され、それぞれ以下の業務を担当しています。

国際経済機関係

　経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：OECD）
は加盟国のデータ・政策を収集し、議論を通して政策提言を行う国際機関です。この係では、主に
OECD案件の厚生労働省の窓口を担い、OECDが作成した報告書などの事前協議への対応やパリ
で行われるOECDの国際会議に年数回、日本政府を代表して出席するのが仕事です。
　数理職員は、主に労働・年金・移民分野を担当しており、国際会議に出席した際には、日本が進めて
いる政策について各国に紹介しています。 パリの凱旋門

海外情報係

　海外情報係では、諸外国の社会保障、雇用・労働、保健医療政策の実態などについて情報収集を行い、関係部局へ情報
提供を行っています。収集した情報は、毎年海外情勢報告として取りまとめ、公表しています。その中で数理職員は、専門
的な知見を生かして分野横断的な情報収集を行い、取りまとめたうえで、省内外に情報提供しています。

ＣＯＬＵＭＮ

　モンゴル国政府は日本に対して、社会保険分野におけ
る関係職員の能力向上等を内容とする技術協力を要請
し、国際協力機構（JICA）では、2016年から約5年間、
モンゴルの社会保険制度を支援する協力プロジェクトが
実施されています。
　モンゴルでは1958年に年金法が成立し、現在では会
社勤めの方は強制加入、自営業者や遊牧民などは任意加
入とする年金制度が運営されており、年金による高齢期
の所得保障が行われています。
　現在の年金制度の枠組みに関する制度面の課題として
は、たとえば年金給付水準の適正化や年金基金の運用の
在り方、運営面の課題としては、たとえば遊牧民等のイ
ンフォーマルセクターの加入促進や、年金加入者及び受
給者の加入記録の整備などが指摘されています。
　そこで、協力プロジェクトでは、モンゴル医療・社会保
険庁の社会保険適用、保険料徴収及び給付に関する能
力の強化を目標として、社会保険実務や年金数理など関
する研修が行われ、私も2019年の5月と11月に年金数理
の専門家として、プロジェクトに参加させていただきまし
た。
　プロジェクトでは、日本の年金財政に関する将来見通
し（財政検証）について、見通しの作成過程から結果、結
論までご説明し、財政検証にはどのようなデータが必要
で、どのような推計を示しているのかをご紹介しました。

　社会経済の状況が変われば、社会制度もこれまでとは
異なる観点での考え方が必要になることがあります。先
方の担当者からは毎回非常にたくさんの質問をいただく
のですが、そこで感じたのは、現在、モンゴルの年金制度
に最も必要なことの一つとして、国民に関するデータを整
備することや、年金財政の見通しを精緻に推計し、国の
財政の持続可能性を検証することだと考えている段階に
あるようだということです。
　プロジェクトを通じて、日本とは異なる文化や社会経済
状況にある国のことを知れたことは楽しい経験でした。
また、日本の数理職員のノウハウが外国で必要とされて
いること、世界のほんの一部かもしれませんが、社会をよ
りよいものにできたのかもしれないということに喜びが
得られた経験でもありました。

国際協力で活躍する数理職員
　数理職は、国際協力の場でも活躍しています。
　公的年金等の社会保険制度は、先進国では長い歴史を有し、それぞれ独自の発展を遂げていますが、発展途上国で
は、これから制度を創設する国やまさに制度が発足したばかりという国が多くあります。これらの国では一般的に制度
運営のノウハウに乏しく、日本の運営のノウハウや経験（失敗の経験も含め）が必要とされています。
　数理職員は、社会保険制度を持続可能とするために不可欠な数理計算に関し、現地職員の能力向上などの協力が期
待されており、国際協力でも数理職員の活躍の場が広がっています。

モンゴル社会保険実施能力強化プロジェクトに参加して　　　　　年金局　山崎一郎

プロジェクト参加のときの集合写真。筆者は一番右奥。
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厚生労働省（数理職）の携わる主な仕事 Ⅱ

11 海外勤務、海外留学

海外勤務  〉〉〉在外公館（大使館等）

　厚生労働省職員としての経験を一定程度積んだ後、厚生労働分野のアタッシェ（担当官）として、大使館等の

在外公館で勤務する機会もあります。相手国政府は、少子高齢化が進んでいる日本の様々な制度、日本政府の

対応ぶりに関心を持っています。厚生労働分野のエキスパートとして、政府機関、様々な関係団体、国際機関等

に説明、交渉することも多く、ハードではありますがやりがいを感じる仕事であり、国際的なフィールドで幅広い

経験を積むことができます。

　現在、大使館で労働アタッシュとして勤務しています。
大使館で勤務する際、先方政府は、気軽に協議や相談で
きる日本政府のカウンターパートとして見なしており、大
小様々な相談事項、協議事項が寄せられます。日本政府
の代表として、両政府にとって最適解とすべく先方政府

と協議したり、多くの当地の企業や日系企業から寄せら
れる相談に対応したり、様々な会議やセレモニーにて英
語で挨拶したりと入省後の経験を発揮する機会も多数
あります。

海外勤務者（在フィリピン日本国大使館勤務）より

会議で挨拶している写真です。

海外留学  〉〉〉大学院等

　国際的な行政官を育成することを目的とした「行政官在外研究員（海外留学）制度（長期・短期）」があり、以

前から数理職員も派遣されています。

　イギリスにあるインペリアルカレッジロンドンで
疫学を勉強しています。疫学とは健康関連の指標
を人口レベルで分析する研究分野で、ほとんどの
場面で数理統計学を用います。クラスメートはイギ
リス、大陸ヨーロッパを中心に世界各国からの出
身者で構成されており、バックグラウンドも医療、
公衆衛生、数学、統計学、生物学…と様々です。そ
のようなダイバーシティに富む環境で、英語を用い
て、論理的にかつ分かりやすく説明する（文章、口
頭ともに）、グループで議論するという訓練を重ね
ています。派遣期間中に積んだ国際経験を将来の
職務に活かせたらと思います。

派遣者より

会議に出席した全員の記念撮影です。

理工系の大学らしく工学的な造形物が点在しています。
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12 地方勤務（地方自治体、都道府県労働局）

　社会保障政策や労働政策は、実際に制度を運用し、サービスを提供している地
方自治体との連携なくしては円滑には行うことができません。数理職員も地方自治

体に出向し、実際に業務に携わることで、厚生労働行政が地方行政に与える影響の大きさを体感でき
ます。国の政策の取り組みを現場で見聞きするとともに、地域のニーズを把握し、課題の解決に取り組
むなど、国の政策立案とはひと味違うところが、地方自治体で働く醍醐味です。

地 方 自 治 体

秋田県湯沢市（福祉保健部政策監兼地域共生サミット準備室長）　遠藤 秀剛

　湯沢市は秋田県の県南に位置する人口が約４万４千
人の市です。秋田県は今、日本一高齢化が進んで人口が
減っており、湯沢市も高齢化率は40％目前、人口は毎年
約千人のペースで減少している、いわゆる課題先進地で
す。また、年間積雪期間が100日を超えるような豪雪地
帯でもあります。
　私はここ湯沢市で主に地域福祉の業務に携わってい
ます。少子高齢化・人口減少の加速が著しい中で、誰も
が住み慣れた地域でいつまでも安心していきいきと活躍
できるようなまちにするために、現在本省を中心に進め
ている「地域共生社会」の実現に向けて、第一線で具体
的な取組みに関わっています。
　その一つとして、昨年10月に、「地域共生社会推進全
国サミット」という１千人規模のイベントを湯沢市で開催
しました。地方には、高齢者の一人暮らしや8050問題な
どの社会的孤立に加えて、人材やくらしの足の不足、ま
た東北では雪の問題など地域課題がたくさんあります。
このサミットをきっかけに、多くの市民の皆さんに福祉
でまちづくりに取り組む活動が広がったり、全国の皆さ
んに課題先進地からの声が届いていけばいいなと思って

います。
　このように、市内だけでなく、地方から全国に向けた
仕事ができるのも地方勤務の貴重な経験だと思います
し、市や県を超えて多くの方々との交流もあり、かけがえ
のない人のつながりができます。
　目に見える成長は秋田弁と雪に慣れたことですが、そ
れも毎日楽しく生活できている証拠だと思っています。

昨年のサミットにて。スタッフジャンパーを着た筆者の後ろ姿。

　都道府県労働局は、労働行政の第一線機関である労働基準監督署、公共職業安
定所（ハローワーク）を取りまとめ、管内における労働行政の企画等を行っています。

都道府県労働局

鳥取労働局（労働基準部監督課長）　樽見 晋平

　全国で働いている人の安心・安全な職場環境を実現す
るために、労働基準監督官（監督官）という厚生労働省
の専門職員が事務所や工場・建設現場などあらゆる職
場に立ち入り法に定める労働条件等の基準を守るよう
指導等を行っています。
　私は鳥取労働局労働基準部監督課長として、監督官の
業務の管理や企画、広報などを行っています。数理職は
特に若手のうちは、数理の専門的な立場から推計や分析
を行い、それを基に上司等が判断を行うことが多いです
が、現職ではむしろ逆に監督官の専門的な知見の助けを
得ながら、自分が管理者として判断を行う場面も多くあ
りました。なお、労働基準部内では私は断トツで最年少
であり、本省勤務時代はややおっさん扱いされ始めてい
ましたが、こちらでは完全に若造扱いしてもらえるのも
なかなか面白いところです（笑）。
　また、業界団体の会合で主賓
として挨拶をしたり、県の副知
事に労働局の取り組みをアピー
ルしたり、記者会見でプレス発
表したりといった労働局の顔と
しての業務もあります。時に行政
への厳しい批判やご意見をいた
だくときもあり、当意即妙な対応
ができず悔しい思いをしたこと
もあります。一方で、企業やその
労働者の現状や取り組みの工夫
をお伺いすることも多く、本省勤
務では得られない視点での気づ

きも得られます。例えば私は以前、保険局で、医療制度
をマクロな視点から扱っていましたが、こちらでは労働
者としての医療従事者の現実を痛感させられました。
　労働局は本省と違い政策を自ら作るわけでもなく、労
働基準監督署と違い現場の最前線でもありません。とも
すれば存在意義を見失いがちになる組織ですが、本省の
意図する政策が実現するように、また現場の監督官がよ
り業務をやりやすくなるように、中間組織として役割を
果たせるように心がけています。
　プライベートではダイエット目的にスポーツジムに通
う日々ですが、鳥取は松葉ガニ、猛者エビ、岩ガキを始
めとした旬の魚介類や和牛の元祖である鳥取牛など、
おいしい食べ物が多く、なかなか痩せないのが悩みです
（笑）。

労働時間に関する説明会で資料説明する様子を3会場で中継されている筆者
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先輩からのメッセージⅢ

重要性を学びました。

　当然のことながら、日々の仕事の中には、楽しい

（≒自分の興味や好奇心が満たされる）ものばかり

ではなく、専門性とは関係のないと思われるような関

係部署との調整や問い合わせに対する対応など、自

分自身が携わっている政策を進めていくためには必

要な業務も数多くあります。この点は皆さんも不安に

感じることかもしれません。現状の分析や将来の見

通しなど、どんなに素晴らしい“モノ”ができたとし

ても、それを共有して活かしていかないと（究極的に

は制度改正等に繋げて、少しでも現状より世の中の

状況をいい方向に変えていくこと）意味がありません

ので、これも大事な数理職としての仕事の一部なの

です。自分自身も最初は慣れず、振り返ると反省すべ

き点も多くありますが、先輩・仲間に助けてもらいな

がら、なんとかやってきました。私たちはチームで仕

事をしています。周りには必ず同じような経験をし、

助けてくれる先輩がいますので、安心してください。

　最後になりますが、学生時代に一番長い時間を過

ごす場所と学校ですが、社会人となるとその場は職

場となります。「仕事内容」は言うまでもありません

が、一緒に働く「仲間」も自分自身のモチベーション

に大きく影響します。説明会や官庁訪問などを通じ

て、是非、厚生労働省数理職の先輩の人となりに触

れ、隣で働いてみたいか・働いている姿を想像できる

か、このようなことも感じてみて下さい。

　このパンフレットを手に取られている皆さんは、ど

のような職業を選択しようか、ご自身の将来を想像

しながら日々悩まれていることかと思います。自分自

身のことを振り返ると、学生時代に学んだ専門性を

生かしつつ社会に貢献したい、と数理職員として入

省したことを思い出します。自分が厚生労働省で携

わったことや感じていることをお伝えすることが、皆

さんが将来を考える上での参考になれば幸いです。

　私は入省後、政策統括官（統計・情報政策、政策評

価担当）、保険局、年金局、老健局、政策統括官（総

合政策担当）にて、主に社会保障分野の仕事に従事

してきました（部署名は現在の組織名で記載）。その

中で、記憶に残っている事を紹介したいと思います。

　まずは１年目。統計の部署に配属され、死亡や出

生の統計を基に平均寿命等を計算する“生命表”を作

成する仕事に従事しました。平均寿命と言えば、報道

で“日本の平均寿命は●●歳、世界第▲位”などと聞

いたことがあるでしょう。担当者として計算に携わっ

たので、当然、発表前に数字を知ることになるので

すが、まだ気分は学生、公表後のことを想像する頭は

ありませんでした。公表後の新聞報道や問い合わせ

の多さに、国の機関で働くというスケールの大きさを

頭では分かっていたつもりでしたが、そのことを実感

もって体感し、心の底から気持ちが引き締まり、良い

経験になりました。

　次に印象深いのは、公的年金の財政に関する仕事

です。係員、係長として国民年金の財政検証の実務

を担当し、その後、補佐として進捗管理なども行いま

した。例えば、高齢の方にとっては現在受給している

年金が、若い世代の方にとっては現在の保険料・将来

の年金がどうなるかが関心事項です。このように、公

的年金制度は、すべての方の生活に密着した仕組み

であり、国民の皆さんの関心も高い制度です。皆さん

の期待に応えるためには、数理職員として正確な財

政検証（財政検証の具体的な内容は年金局の業務紹

介をご覧ください）を行うことはもちろん、一方で、

様々な視点をお持ちの国民の方々に対して誤解や疑

念を生じさせないような説明をしていくことも重要と

なります。多くの先輩から、広い視点で考えることの

厚生労働省で働くということ

保険局　調査課
数理企画官 木村　剛

≪経歴≫

政策統括官付政策評価官室
保険局調査課
老健局総務課
年金局数理課　等を経て現職
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つつ、データを集計したりグラフを作ったりしながら

分析していると、ふとあるとき、見えていなかった視

界が開けるように視野が広がり、ああ、なるほどと、

妙に納得するようになります。そして、そのときは仕

事のやりがいを感じるというか、爽快感に浸ります。

　というような経験談はともかく、要はとてもやりが

いのある仕事なのだと思ってもらえればと思います。

これまでを振り返って
　これまでを振り返ってと大きく構えましたが、就職

して数年で出るであろう感想とそれほど変わりませ

ん。それは、学ぶことが多いということです。

　毎日、たくさんの情報が入ってきて、また、毎年多く

の法律改正などがあり、同じような仕事であっても、

同じようにやればいいかというと、そういうわけでも

なく、日々学びながら、周りの状況や自分の置かれ

ている立ち位置を確認しながら、仕事を進めていか

ないといけないと感じています。これは、学生時代の

勉強であっても、社会人になってからの仕事であって

も、変わらないのだと思います。

おわりに
　厚生労働省と一括りにいっても様々な部署があり、

また、出向や留学等もあります。働いている人も様々

で、内向的な人も外向的な人もいます。

　厚生労働省の数理職員を目指そうと考える皆さん

は不安に感じることもあるかと思いますが、いざ入っ

てみると、気軽に相談でき、たくさんのサポートもあ

り、働きやすい職場だと実感できると思います。

厚生労働省に入省した理由
　学生時代は、何となくという思いで数学科に在席

していました。そんな思いでいた当時の自分として

は、将来の仕事なんて、同じように何となく金融系か

公務員かといったふわりとしたイメージしかなく、改

めてどうして厚生労働省だったのかと自分に問いた

だして考えてみると、答えに窮してしまいます。大学

にある就職案内の窓口に、厚生労働省の採用案内パ

ンフレットをたまたま手に取ったからかもしれません

（笑）。

　思えば、今も昔も厚生労働省（昔は厚生省と労働

省ですが。）という単語は新聞やテレビ等でほぼ毎

日見る言葉です。当時の私は、内容はよく分からずと

も、何か物事の発端がそこにあるような気がしていま

した。実際には、発端となるような出来事があるわけ

ではないと分かるのですが、やはり人が生きていく中

で大きく関わる役所なのだと、ここで働き始めてから

思い知ることになりました。

　ただ、採用面接のときは、それっぽい動機を話して

いたような気もするのですが、今思えば、先述した何

となくの気持ちで厚生労働省の門を叩いたのだろう

と考えています。

現在の仕事
　現在、私は、社会・援護局にある障害保健福祉部と

いうところにいます。名前から想像できるとおり、こ

の部署は、障害者に関わる政策を担当するところで

す。もう少し詳しくいうと、障害のある方が地域で生

き生きと暮らせる社会の実現を目指し、また、自宅で

の介護や就労の支援等の障害福祉サービスや、精神

医療の提供を推進しているところです。

　このような部署の中で、どのような仕事をするかと

いうと、役所内には様々なデータがあり、そのデータ

を元に、集計した数値がどのような性質のものなの

か、どのような構造になっているのか、今後の予測は

どうなるのかといったことを分析しています。統計的

な視点からどのようにデータを読むのかといった職

場内でのサポートも行っています。

　実は私自身、障害福祉というのは、これまでの経

験では全く知らなかった世界であり、配属された当

初は不安がありました。ですが、実際に制度を勉強し

これまでを振り返って

社会・援護局障害保健福祉部
企画課
データ解析専門官 古屋 裕文

≪経歴≫

大臣官房統計情報部
年金局事業企画課調査室
職業安定局総務課
保険局調査課
老健局総務課　等を経て現職
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先輩からのメッセージ Ⅲ

《仕事のやりがい》
「数学的な素養が求められること」と「行政として社

会機能に資すること」のインターセクションにある、

というのが、この仕事のやりがいだと自分は考えてい

ます。

　最近、行政機関では「EBPM」という、一般の方に

はあまり馴染みのないだろう言葉がよく使われてい

ます。Evidence-Based Policy Making （＝証拠に

基づく政策立案）の頭文字で、政策の企画にあたっ

て、その必要性や効果を、統計数字などの合理的な

根拠に基づいて示すことを推進しているものです。数

学でいえば証明、科学でいえば実験による裏付けと

いったところでしょう。こうした根拠を示す際、数字

を取り扱うにあたっては、それがどのように算出され

ているのか理解していることが必要です。自分の経

験した仕事でも、年金経理における「責任準備金」の

算定や統計における「季節調整」などは、少し計算が

複雑で、やはり数学的な素養が一定程度必要だと感

じます。

　また、この職業は、経済的な仕事ではなく、収益を

上げることを目的とはしていません。友人から「何の

ために仕事をしているのか」と聞かれることもありま

すが、自分は「正義のために」と答えます。「儲かるこ

と」を抜きにして「（道徳的に）正しいこと」を目指し

て仕事をできるのは、行政という立場の特徴でしょ

う。

　おそらく他の職業にはあまりないこうしたところに

興味があれば、厚生労働省数理職員を目指すことも

一考の価値があると思います。

　厚生労働省数理職員を目指される皆さま、はじめ

まして。自分は、平成22年に入省し10年間数理職員

として勤務してきました。経験してきた配属先につい

ては、経歴欄にある通りです。各部局の紹介について

は、ここまでのページに譲るとしまして、ここでは、将

来後輩となり得る方々に向け、私個人の経験から、正

直な所感を書いていきたいと思います。

《10年間の感想》
　この職業に就いて何より感じたのは、責任の重さ

です。たとえ２年目や３年目でも、自分の分析内容や

説明が政府の見解にさえなります。その上、ひとつひ

とつの仕事に対して、割かれる人材は思いのほか少な

く、チームで相談して取り組むということはほとんど

ありません。特に数理職員は、国家公務員の中でも

人数が少ないため、配属先に自分以外の数理職員が

いるとは限りません。「何が正しいのか」を自分で考

え、論理的に検証し、判断していく必要があります。

《仕事の流れ》
　仕事の流れは、どこにいても共通しているところが

あり、配属先が変わればテーマは変わりますが、「計

算や分析をする」→「報告書や説明資料を作る」→

「上席へ説明（＝組織の方針決定）」→「報告書の公

表や提出」というのが基本的な工程です。

《残業について》
　当然ですが、どのような仕事でも期限内に行う必

要があります。案件によって期限は様々で、数か月か

けて計画的に行うものもあれば、期日まで１週間と

いうものや、案件よっては翌朝までという急ぎのもの

もあります。突発的な案件については、日々の業務量

をマネジメントすることができないため、所定時間外

に仕事をしなければなりません。常に忙しいというこ

とではありませんが、忙しい時期は、毎日終電帰りと

いうこともありますし、特に大変なときには、週に数

日徹夜となることや休日返上で仕事をすることもあ

ります。

数学と行政の間で生きる

職業安定局雇用政策課
中央労働市場情報官 森口 大輔

≪経歴≫

年金局事業企画課調査室
内閣府政策統括官（経済財政分析
担当）付参事官（総括担当）付
国民年金基金連合会　を経て現職
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　ちなみに、この部署は民間からの出向者が多く、役所に

はない文化や考え方があり、非常に刺激になったのを覚え

ております。

現在の仕事
　内閣府から戻り、現在の仕事は中小企業退職金共済とい

う制度の数理的部分の業務を担当しております。詳しい業

務内容は雇用環境・均等局のページをご覧いただければと

思いますが、責任準備金の算定方法を策定することや制度

の安定性がとれているかどうかのチェックをしております。

保険・年金数理的な能力に加え、資産運用に関する知識も

要求されます。また、ここは年金局や保険局のように数理

職があまりいない部局なので、数理的部分についてはプロ

フェッショナルであることが求められ、常に責任を強く感じ

ますが、やりがいもより感じられるかと思います。また、数

理的な業務以外にも法令関係の業務等もあり、いろいろな

経験をできる部署でもあります。

最後に
　自分の職業経験を振り返りましたが、働く上で大切にし

ていることを一つあげるとすると、「コミュニケーション能

力」です。数理職は専門的と呼ばれる仕事をすることが多

いのですが、専門的な資料を作成したとしても相手に伝わ

らなければ意味がありません。説明する相手（省内の幹部

や審議会の委員、国会議員等その時々で変わります）に応

じて、柔軟に説明する能力が求められますので、そのあたり

は頭にいれておいていただければ幸いです。

　最後になりますが、若手職員が中心となって改革チーム

を立ち上げ、業務改革・働き方改革に取組むなど厚生労働

省は変わろうとしており、改革を恐れずになかなか一筋縄

ではいかないような課題に取り組んでいただける志のある

方をお待ちしております。

　今、このパンフレットをご覧になっているみなさまに向け

て、職歴としては浅いのですが、若手の業務経験をお話しす

ることで、より身近な将来を具体的に思い描くことができ、

みなさまの今後のキャリアプランの検討に資することがで

きれば幸いです。

入省当初
　最初に配属されたのは統計情報部（現政策統括官（統

計・情報政策担当））で、主に統計業務に従事し、統計の公

表作業や各種の統計調査の標本誤差の算出等をしており

ました。統計業務というと調査を行い、結果を公表して終

わりと思うかもしれませんが、公表にあたっては記者や外

部エコノミストからの問い合わせがあります。できるだけ納

得していただけるように統計結果の分析を行い、説明する

ことを心がけました。また、当時は係員でしたので担当はし

ておりませんでしたが、ここでは統計の調査設計も行ってお

ります。昨今、ＥＢＰＭを筆頭にデータを基に考えることの

重要性が非常に高まっていると感じており、その基となる

統計が世の中の実態を正しく反映するように設計すること

は地味に見えるかもしれませんが、意義のある仕事です。

　内閣府での経験
　その後、出向する機会に恵まれ、内閣府にて月例経済

報告や経済財政白書の作成に携わりました。いわゆる官

庁エコノミストとしての勤務です。月例経済報告では、「各

論」のうち住宅建設の担当として、住宅着工統計等の統計

をはじめとした定量データの分析に加え、業界団体から

のヒアリング等も参考にしつつ、その月の住宅建設に係る

説明文等を準備します。その後、部局内での修正を踏まえ

て原案が作成され、各省協議、関係閣僚会議を経て公表

され、それが景気に関する日本政府の見解となります。そ

のため、検討にも力が入り、業務を行っていく過程でソフト

（EViewsやStata等）を使った分析や経済学の知識を習得

していきました。経済学という数理職を目指す方にとって

はなじみのない分野かもしれませんが、数理的な素養と親

和性が高いため、取り組みやすいかと思います。

　ここでは、局内幹部への説明等も班単位で行うことが多

いため、仕事を主体的に行う意識を強く持つことにつなが

りました。また、行政官としては組織単位で仕事をすること

が多いと思いますが、ここでは個人の考えや分析を公表す

る機会を用意していただいており、何度か書かせていただ

きましたが、非常に良い経験となりました。

これまで業務経験を振り返って

雇用環境・均等局勤労者生活課
数理係長

江尻 晶彦

≪経歴≫

大臣官房統計情報部
内閣府政策統括官（経済財政分析
担当）付参事官（総括担当）付
を経て現職
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先輩からのメッセージ Ⅲ

ある数理職員の一日
保険局調査課　数理第一係

柳  開智

調査課では、保険適用分の医療費に係る施策の基礎となる統計調査
を行っています。
また、医療費の伸びの要因、医療費の地域差分析、医療費の将来推計
など医療費に関する様々な分析をしております。

私は、
後期高齢者医療制度に係る医療費の統計調査の実施
後期高齢者医療制度被保険者の保険料の賦課状況及び所得の状況
の統計調査の実施
医療費の地域差分析
などが主な業務となります。

（平成29年入省）

業務紹介

9：00〜9：30
前日にまとめておいたやるべき仕事リストをメールにまとめ、

係内に共有します。未読のメールがあれば、この時に処理します。

9：30〜12：00
○○月報の集計及び確認

月に１度の月報の公表に向けて、集計及び数値の確認を行います。

12：00〜13：00
昼食は、通勤途中に購入した弁当を職場で食べます。

食べ終わったあとは、昼寝などをして過ごします。

13：00〜14：00
○○課より医療費の統計に関する照会があったため、公表作業を一時中断。

係の所管している統計より該当箇所を見つけ、上司に相談後、回答を行い、対応終了です。

ただ数値を提供するだけでなく、相手の使用目的を把握し、すれ違いが起こらないようにすることが重要です。

14：00〜15：00
○○月報の集計結果について、上司にご説明。

以下のような点に注意して説明を行う。

・数値の中で急激な動きをしているものの有無。

・前年と当年の月の稼働日数の状況（医療費に影響を与えるため）

・制度と統計結果の整合性

・他の統計との整合性

15：00〜17：00
○○実態調査について、エラーチェックを行います。

エラーチェックでは、各調査項目についてエラーがないか、各調査項目の

間でエラーがないかを確認します。

エラーとは、所得と保険料の関係が制度に矛盾しているなどがあります。

17：00〜17：45
切りのいいところでエラーチェックを終了し、今日中に済ませるべき業務がないかを再度確認。

〆切の近づいてる依頼があったため、翌日のやるべき仕事リストに追加し、退庁します。

国会の対応等の急ぎの案件がないときは、早めに帰るように心がけています。

喫茶店でフローズンドリンクを購入し、自宅でゆっくり味います。

自宅では、数学の問題を解いたり、報道を見たりして過ごします。
退庁後

晴れた日は、鎌倉や元町に出かけて、買い物や食事を楽しんでいます。

雨の日は、某数学雑誌の問題に挑戦しています。
休日
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先輩からのメッセージ

議題 新人職員のホンネ

年金局事業企画課調査室

栢　宏輝
　私が数理職を志望した理由は、これまでに培っ
てきた数理的な素養を活かし、国民全員に広く関
係する施策に携わりたいと考えたからです。
　私の現在の主な業務は、年金事業の実績に関
する統計資料の作成・公表、年金に関する統計調
査の企画、他の部署や外部の方からの照会への
対応などです。
　自分が作成した統計資料がホームページなどで
公表されてメディアで報道されたときは、責任を
感じるとともに達成感も感じられます。

Q1

A

入省して感じたことは？

　年金事業は社会からの関心も高く、一
般の方、マスコミの方、地方自治体の方
など様々な方からお問い合わせをいただ

く一方、その統計は複雑な制度を様々な用語
を用いて集計しているため、正確に、かつ分か
りやすく伝えることの難しさを痛感しています。

労働基準局労災管理課労災保険財政数理室

田中 悠介
　私の配属された係では、データの収集や加工を行う傍らで、分掌となっている制度に関して省内外の人々とやり
とりをします。そのため、技術的な内容だけではなく、関係する法令の知識を身につけることが求められます。法
律条文の中には一文が 1200 文字以上からなるもの（労働保険の保険料の徴収等に関する法律第 12 条第 3 項）
がありますが、上司や先輩に教えてもらいながら業務をこなす中で、少しずつ理解が深まってきました。

Q1

A

どんな業務を行っていますか？

　労災保険制度では、自動車保険の等級
制度の類似であるメリット制度や、リスク
に応じて事業を分類する業種別料率制度

を設けています。かなり複雑な仕組みとなって
いるため財政設計も一筋縄ではいかず、数理
職員が必要とされる理由のひとつです。

政策統括官付参事官 ( 企画調整担当 ) 付審査解析室

村上 知香
現在は、数理的な側面から統計調査の作成に携
わっています。政策の明確な「エビデンス」とし
て用いられる統計には、数字や数式に強い数理職
の存在は必要不可欠だと日々実感します。
数理職の配属先は幅広く、必要な知識や技術も
多岐にわたりますが、業務に携わる中で身につけ
ることができます。数理職に少しでも興味を持っ
た方には、説明会に足を運び、試験を受験してい
ただけると嬉しく思います。

Q1

A

休日は何をしていますか？

映画鑑賞が好きなので、月に 3 回ほど映
画館に行っています。また、連休に年次

休暇を合わせ、定期的に帰省をして家族と過
ごしています。暦通りに休むことができ、休暇
制度を活用しやすい環境も整っています。

Q2 官庁訪問とはどんなものですか？

A
官庁訪問では訪問者側から質問する機会
が多く用意されていますので、ご自身の疑
問点や興味のあることについて教えていた

だければと思います。このパンフレットを執筆す
るに当たり、紙面上の都合で掲載できなかったも
のも多数ありますので、想像以上に興味深い話
が聞けるのではないでしょうか。

皆様と一緒に働けることを楽しみにしています！
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よくある質問　～Frequently Asked Questions～Ⅳ

Q1 数理職として採用されると、どういった部署に配属されるのですか。

A
　厚生労働省の数理職は、数理的な素養を必要とする部署はもちろん、適性に応じて様々
な部署に配属されています。また、他省庁や関係団体への出向も行われています。
　現状は、以下のような配置になっていますが、数理職が行っている業務は様々な分野で重
要になってきており、将来的に活躍の場はさらに広がっていくと思われます。

霞ヶ関勤務 東京都内の勤務 地方勤務

日本年金機構、

全国健康保険協会、

企業年金連合会などの

関係機関

労働政策研究・研修機構、

年金シニアプラン総合

研究機構、大学などの

研究機関

民間企業との

官民交流

市町村

海外留学

（ 　）

（ 　）

（ 　）

17

3

2

（ 　）

（ 　）

1

1

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

2

8

2

2

3

1

9

24

2

21

人事院

内閣府

財務省

金融庁

総務省

原子力規制庁

外務省
（大使館・海外勤務）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

1

2

1

1

1

1

1

他省庁への出向（８）

厚生労働省（79）

他の機関への出向等（24）

大臣官房国際課

労働基準局

職業安定局

雇用環境・均等局

社会・援護局

老健局

保険局

年金局

政策統括官
（総合政策担当）

政策統括官
（統計・情報政策・政策評価担当）

地方厚生局

地方労働局

（ 　）

（ 　）

2

2

中央労働委員会 （ 　）1

※（　 ）内の数値は、数理職の配置人数。（2020年 1 月 1 日現在）

数理職の配置状況（111名）

Q2 どのような人材を募集しているのですか。

A
　業務において、数学や数理科学の専門的知識を必要とする場合が多くあるため、国家公
務員採用総合職試験のうち、「数理科学・物理・地球科学」で合格した者の中から採用して
います。また、学部生対象の「大卒程度試験」、大学院生対象の「院卒者試験」のいずれから
も受け付けています。
　なお、例えば数学をとってみても解析、代数、幾何、統計など様々な分野がありますが、大
学（院）における専攻分野に関して、特段の指定はありません。社会経済の複雑な現象につ
いて、その本質を的確に捉えるために必要な分析力やモデル構築能力を持った人材を期待し
ています。
　しかし、なによりも大切なのは、厚生労働施策に取り組む意欲と国民のために働きたいと
いう志です。
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Q3 数理職として仕事をしていく上で、どのような知識・能力が必要ですか。

A
　一般的な社会・経済に関する知識、統計に関する知識、情報処理やプログラミングに関
する知識、年金数理や保険数理に関する知識、プレゼンテーション能力、語学能力、…な
ど、様々な知識や高度な能力があればあるほど好ましいことは確かです。ただし、仕事をす
る上で必要となる知識や能力は、多くは実際に業務に携わる中で身につけていくものであ
り、採用前に全てを備えている必要はありません。

Q4 採用後に研修がありますか。

A
　行政官として最低限必要な知識や技能を習得する目的で、入省後に初任者研修等があり
ます。
　厚生労働省の数理職として必要となる専門的な知識や技能に関しては、特別な研修プロ
グラムはありませんが、通常は入省直後に、他に数理職の先輩がいる職場に配属されますの
で、その先輩の指導を受けながら、スキルアップを図っていくことになります。

Q5
配属先はどのように決まるのですか。先輩達は、具体的にどんなキャリア
パスを経ていますか。

A
　採用されると、おおむね２年ごとに部署を異動します。（実際には、人によって様々です。）
本省勤務だけでなく他機関への出向など、異動を繰り返しながら様々な分野で経験と積み、
キャリアアップしていただきます。異動により新たな業務に携わりますが、前任者からの引
継ぎや、上司や同僚のサポートがありますので、安心して仕事に取り組むことができます。
　配属先は、人事管理者が毎年各職員から配属についての希望を聞き、それをできるだけ尊
重しつつ決めています。特定分野の専門性を高める者もいれば、様々な分野の業務を経験し
てオールラウンドプレーヤーになる者もいます。

係員 係長クラス
課長補佐

専門官クラス

企画官

課室長クラス

係員
　・上司の指導の下、業務に必要な知識、技術を習得します。
係長クラス
　・ 担当業務を上司、部下と協力し計画的かつ確実に遂行します。制度改正など政策立案に

も関わることができます。
課長補佐、専門官クラス
　・ 政策立案など業務の中核を担い、自ら所掌業務に関して適切な判断を行います。また

組織を統括する立場として部下の指導、育成等も行います。
課長、企画官クラス
　・ 担当分野の責任者として、行政課題に対する方向性を決定し、責任者として適切な判断

を行います。また組織マネジメントとして、業務の適切な進捗管理と部下の指導・育成を
行います。

入省10年程度のキャリアパスのモデル例

1年目 3年目 6年目 9年目 11年目

統計情報部

（生命表・標本設計）

労働基準局

（中小企業の

退職金制度）

労働基準局

係長

保険局 係長
（医療費推計）

日本年金機構（出向）

グループ専門役

地方労働局

課長

（地方勤務）

5年目

Aさん（大卒）の場合　様々な行政分野を幅広く経験
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よくある質問 Ⅳ

Q6 毎年の採用数はどのくらいですか。

A
　厚生労働省の前身である厚生省・労働省の頃から数理職員を継続して採用してきました。
その人数推移は次のとおりです。
　全省庁の中で、数理職として区分けをして、これだけの人数を採用しているのは厚生労働
省だけです。

Q7 勤務地はどこですか。転勤はありますか。

A
　東京都23区内での勤務がほとんどで、その多くが霞が関にある本省での勤務ですが、
2～3年程度の期間で首都圏以外の地域や海外に赴任することもあります。

1年目 3年目 5年目 7年目 9年目 11年目

統計情報部

（雇用統計）

内閣府

（月例経済報告

や経済分析）

統計情報部 係長
（生命表・標本設計）

労働基準局 係長
（最低賃金）

全国健康保険協会

（出向）

グループリーダー

大臣官房国際課

経済連携

交渉専門官

Bさん（大卒）の場合　他省庁や官房業務も経験

※統計情報部は現政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）

採用年度 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
2020

（内定）

2021

（予定）

採用数 4 2 5 1 4 4 3 4 3 4

過去の採用状況

Q8 女性の職員はいますか。

A
　現在、数理職員には8名の女性がいます。
　採用、業務内容、昇進等々、どんなことに関しても、性別の違いによる有利・不利はありま
せん。また、数理職の女性で、これまで結婚・出産を機に仕事を辞めた人はいませんし、私た
ちの職場には、女性が働く上で障害となるような壁はないと考えています。
　人数が少ない理由は、そもそも数理系の学科で学ぶ女性が少ないこともあり、女性の試
験合格者も少なくなっています。まずは、公務員試験の積極的な受験をお待ちしておりま
す。
　厚生労働行政に関心のある女性の方は、是非、就職先の選択肢の一つとして検討してみ
てください。

Q9 どうすれば、厚生労働省に入省することができるのでしょうか。

A
　まずは、国家公務員採用総合職試験を「数理科学・物理・地球科学」で受験してください。
試験問題は選択形式になっているので、大学で数学や数理科学系の専攻をしていれば、選
択可能な問題があります。
　「院卒者試験」と「大卒程度試験」に区分されていますので、それぞれの学歴に応じた試験
区分を受験してください。採用において、いずれの区分で合格しているかは問いません。
　試験の合格発表後は、当省に興味のある合格者の方には、いわゆる「官庁訪問」を行って
いただき、当省の複数の職員と面談をしていただきます。面談では、当方から業務の内容や
勤務条件等について説明を行うとともに、当省での採用を希望する方からは、興味・関心事
項や志望理由などを聞かせていただきます。この面談を経た後、採用予定者を決定し、原則
として翌年の4月に採用をしています。
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　官庁訪問の詳細については、5～6月頃に、当省の数理職採用のウェブサイトにて掲載す
るほか、巻末の問い合わせ先においても案内します。
　（URLはhttps://www.mhlw.go.jp/general/saiyo/kokka1/suuri.html）
　なお、国家公務員採用総合職試験結果の有効期間は３年間ありますので、まずは、腕試し
でもよいので、試験を受験してみることをお勧めします。

Q10 公務員試験、官庁訪問、説明会等についての情報は、どこで得

られますか。

A
　人事院のウェブサイト「国家公務員試験採用情報NAVI」に掲載されています。
（URLはhttps://www.jinji.go.jp/saiyo/saiyo.htm）
　また、当省の数理職採用のウェブサイトにも、数理職員が参加する説明会など必要な情
報を掲載しております。
（URLはhttps://www.mhlw.go.jp/general/saiyo/kokka1/suuri.html）
　2020年度の国家公務員総合職試験の日程は、次の通りとなっております。詳しくは人事
院のウェブサイトで確認してください。（申込受付期間が限られていますので、ご注意くださ
い。）
　

説明会種類 開催日 開催場所

霞ヶ関OPENゼミ 3月 2日（月） 厚生労働省

総合職中央省庁セミナー 3月 4日（水） 北海道地区（かでる２・７）

（人事院主催） 3月 5日（木） 東北地区（フォレスト仙台）

3月 6日（金） 中国・四国地区（岡山大学）

3月 9日（月） 東京地区（早稲田大学）

3月 11日（水） 近畿地区（京都大学）

3月 12日（木） 東海・北陸地区（名古屋大学）

3月 14日（土） 九州地区（西南学院大学）

　
申込受付期間（インターネット） 3月 27日（金） 9:00 ～ 4月 6日（月）

第 1 次試験日 4月 26日（日） 

第 1 次試験合格発表日 5月 8日（金）

第 2 次試験日（筆記） 5月 24日（日）

第 2 次試験日（政策課題討議・人物） 5月 26日（火）

最終合格者発表日 6月 23日（火）

官庁訪問 6月下旬

～ 6月12日（金） 

　次の説明会には、数理職員が参加し説明いたします。このパンフで厚生労働省の数理職
に興味を持たれた方は、是非参加しより詳しい話を聞きに来てください。（パンフ作成時に
決定しているもの）

　※ 上記の他にも開催が予定されている説明会があります。厚生労働省の数理職採用のウェブ
サイトに情報を更新していきますので、詳しくはこちらをご覧下さい。

　　（URL はhttps://www.mhlw.go.jp/general/saiyo/kokka1/suuri.html）
　※1次試験合格発表後には全国各地で1次試験合格者向けの説明会が開催される見込みです。



このパンフレットに関する問い合わせ先は、次のとおりです。

〒100－8916 東京都千代田区霞が関 1－2－2

 厚生労働省年金局数理課　数理職員採用担当

 Tel （03）5253－1111（内線3352）

  （03）3595－2869（直通）

 mail recruit-suuri＠mhlw.go.jp

不明なことがある場合は、上記連絡先に気軽にご連絡ください。



厚生労働省
Ministry of Health, Labour and Welfare

日比谷公園

丸ノ内線霞ヶ関駅

出口B3

千代田線霞ヶ関駅

出口C1

至 西新橋 至 祝田橋

中央合同庁舎第5号館

（厚生労働省、環境省）

 

ホームページ

代　表

厚生労働省

至 

国
会
議
事
堂

https://www.mhlw.go.jp
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農林水産省

財務省

経済産業省 裁判所合同庁舎

弁護士会館
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飯野ビル
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